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1．資格の２つの意味

企業が「資格」という場合は，２つの意味がある。１つは，人事制度としての
「社員の資格｣，もうひとつは国家試験等資格試験に合格するなど「資格取得」で
ある。
(1)人事制度上の資格
「社員の資格」は，人事労務管理面に能力主義を導入することによって従業員

の資格を格付する必要が生じたものである。
戦後のわが国の人事労務管理上の特色は，３つに要約することができる。①年
功序列型賃金，②終身雇用制，③企業内労働組合の存在，である。
こうした特色は年齢を最も大きな鍵としており，実年齢あるいは経験年数が多

い者ｶｺ，賃金が高く，上役に就く頻度が高い。年功を優先する人事労務管理は，
経験がものをいう世界にあっては組織を統率するためにも有効に機能する。しか
し，環境が著しく変化する社会にあっては，環境に適応するために技術革新のテ
ンポは早まり，いきおい生産方式も著しく変換することになるから，年齢や経験
で巾をきかせることカゴ困難な状況力劃生まれる。
職務遂行能力に連動して人事処遇を決定する場合には，勤労意欲の高揚をはか
るためにも，能力を公正に評価するしくみ力ざ必要となる。その結果，創出させた
もの力寄階層的資格秩序の設定であり，一般に資格制度と呼ばれているしくみであ
る。資格制度は，従業員各人の能力に応じて格付けし，一定の資格を付与して，
昇給，昇格，賃金決定などを決めるための基準とする制度である。
(2)資格取得
資格取得という場合の意味は，従業員が主として公的資格を取得しようとする

場合に，資格の取得を奨励する資格取得援助制度のことをさす。急激な技術革新，
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労務構成の高齢化，国際化さらには経済のソフト化など企業を取り巻く環境は厳
しいものがあるから，企業生存のためには人，物，金，情報という経営資源にお
いて，人的資源の質的向上が迫られている。人的資源の質的向上の対応策として
今日クローズアップ°されているのが資格取得援助制度である。

2．職能資格制度

職能資格等級制は，職能資格等級によって従業員を格付けし，能力の開発と活
用を行うものである。「年功｣という概念に代わる人間の能力を主体とした制度で
あり，一般に職能資格制度と呼ばれている。
(1)職能資格制度の要点
次のとおり４つに集約することができる。
①人事処遇および能力開発の中核として位置づける。
②昇格昇進等人事処遇に公平感を持たせる。
③能力の育成と開発の方向が指示できる。
④能力に応じた賃金決定力罫可能になる。
職能資格制度には，能力の発展段階に応じて妥当な目標の設定を行うことによ
って，評価結果に納得性を高める機能および能力向上の機会づくりや場づくりを
行う機能がある。
(2)職能資格制度のしくみ
職能資格制度は，人事労務管理の主要な制度であるが，重要なことは経営管理
上つぎのような整合性を有するものでなければならない。
経営理念→社会的使命→事業領域の設定→経営戦略の構築（長期経営戦略，中
期経営戦略）→経営計画の樹立（中期経営計画，短期経営計画）→人事管理→職
能資格制度
しくみの概要を手順として表現すると次のとおりとなる。
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(3)T社の事例（注1)
Ｔ社は，社員成長モデルと職能資格制度との整合性をはかるために，次のよう
な人材開発ガイドを定めている。（表１）

表１＜人材開発ガイド＞
社員成長モデルとローテーションの考え方（原則論）
(1)20歳代

成長変化検証時期（能力開発・適性把握）
３～５年タームにより２～３職務の経験を積む

(2)30歳代
能力発揮時期として仕事の分野でワンポイントナンバーワンをめざす
部門における適性の把握と本人希望を把握のうえ，ローテーション実施

(4)40歳代
市場競争をリードする一流の事業課題を実現する
会社の業務課題に沿ったローテーションの実施
当社ならびに関連会社経営幹部候補生の育成

(5)50歳代
自分のライフワークを達成する
事業の創出をし，業界をリードする会社を造り上げる
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年代別の人材開発ガイドを前提として，職能資格制度に必要となる階層別必要
能力要件を設定している。例えば,４０歳代で課長職にある者に焦点をあててみよ
う。社員成長モデルとしては，「市場競争をリードする一流の事業課題を実現す
る。会社の事業課題に沿ったローテーションの実施。当社並びに関連会社経営幹
部候補生の育成｣を人材開発ガイドとする職務遂行能力が定められている｡(表２）

3．資格取得と能力開発

従業員の能力を開発するしくみは，３つに大別すること力ざできる。職場内訓練
(OJT),職場外訓練(OFF-JT)そして自己啓発支援制度(SDS)である。
(1)自己啓発と資格取得
1991年５月に産業労働調査所発行「企業と人材」誌において，自己啓発支援制

度の実態について編集部と筆者が合同して特別調査をした結果によると集計企業
数227社に対して，自己啓発の支援制度があると回答している企業は92.1%209社
におよんでいた。（注２）
この調査は，任意に抽出した，従業員300人以上規模の企業1,575社のうち回答

のあった227社を集計したものである。調査結果では，「通信教育の受講」「社外セ
ミナー･講座の受講」「公的資格取得」が企業で実施している３大自己啓発支援策
であった。
(2)T社の事例
Ｔ社は，人材開発の基本理念を「自己啓発」においている。自らの成長は自ら

ｶｺ開発していくことであって，成長への全ての出発点は本人の主体的意思と意欲
にあるという考えに立脚しているのである。
同社の人事理念は，『社員全員の能力向上なくして会社の発展はあり得ない』と
いうものであり，同社が求める社員像は，
①会社における相互啓発を通じ自己を成長させ，自らを生かす
②時代，顧客に対する感性を磨き，自ら仕事・事業を創造する
③常に新しい課題，困難に挑戦するチャレンジマインドを高める
④市場価値の人材を目指す
⑤共同的ネットワークを構築しコミュニケーションを尊重する
を具現化する人物である。
同社の自己啓発援助プログラムは，通信教育，英会話スクール，資格試験受験

援助そして自己啓発表彰制度から成り立っている。資格試験受験援助というのは，
自社の事業領域に関わりのある資格を特定し，受験を督励するものである。援助
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表２＜人材ガイド＞階層別必要能力要件表

階層別必要能力要件表
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習得すぺき知織・技術・態度要件
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行力
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懸鰡鶴、 動機付けについての知
職・技能3.問題の形成、問題解決についての知
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6.上司に対し、取るぺき対策、企画を説
得し、承認を求め得る折衝力
7.部下指導、
門をまとめ
8.計画達成Ｉ
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動機付けを適切に行い、部
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1.マネジメントに対する基礎理論、原
理原則に関する知識
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度に応じた業務を処理しうる判断力
5.効率の高い業務処理の方法、業務改
善を計画し得る能力6.多くの情報源を持ち、必要情報を適
切に収集・提示できる能力
7.メンバーに対
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8.計画逮成への
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求められる職務遂行能力 習得すべき知識・技術・態度要件

中
堅
社
員
そ
の
１

責任を
内で自
を要し
導するる能力

限られた業務に
持ち、一定範囲
己の判断と創意
下級者を一部指
職務を遂行し得

１
コ
ｑ

①
●
幸
）
ｑ
-
。

●■■巳《″″』、口叱■▽《一《Ｕ》
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コミュニケーション、チームワーク
ついての知識・技能
､業務遂行への責任意識を持ち、率先
垂範できる行動力
4職場リーダーとしての認識と行動力

中
堅
社
員
そ
の
２

的
の
を
得

上司の指示に基づいて、やや複雑な定型
業務を実施し、一定
範囲内で自己の判断
要する職務を遂行し
る能力

1.業務計画および業務基準についての知
識
2.コミュニケーション、チームワークに
ついての知識・技能
3担当業務を円滑に推進できる能力
4.業務遂行に対する積極性と改善に関す
る技能

新入社員

定められた手続き、基
準に従って、単純定型
業務を実施し、軽度の
判断を要する程度の職
務を遂行し得る能力

l.担当業務に関する手続き、基翠につ
いての知識
2.ピジネスマナーに関する知識
3.社会人としての意識・態度
4.コミュニケーションに関する知識．
技能
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の内容は，受験料支給，テキスト配付，講習会実施，休暇付与そして合格後の登
録料負担である。（表３）

表３資格試験援助一覧

自己啓発表彰制度は，前表の賞区分欄に金，銀，銅，特と記述されているもの
である力ざ，資格試験援助に関連して自己啓発表彰資格を定めておき，合格者に対
して賞金と賞状を授与するものである。
金賞資格は，不動産鑑定士，中小企業診断士，一級建築士，公認会計士，技術
士，情報処理技術者（特殊・システム監査）等があり，表彰金額は５万円である。
銀賞資格は，一級造園施行管理技士，設備士，土地家屋調査士，税理士，司法書
士，社会保険労務士等があり，表彰金額は２万円である。銅賞資格は，衛生管理
士，商業簿記検定２級，国内旅行業務取扱主任者等があり，表彰金額は７千円で
ある。

4．公的資格の活用

前記自己啓発支援制度の実態調査に続き，1992年12月から1993年１月にかけて，

賞
区
分

資 格 名

示 齢 窪 隼 ＋

援 助 内 容
受駿料 テキスト 鱒習会 休暇 登録料
○ ○ ○ ７日 -

側
募 纂
時 期
８

試験（月）
1 次 ２ 次
- ７ 末

援
助
回
３

金
中小企案診断士

一級建築士

○

○

○

○

○

○

1次５日
2次２日
1次５日
2次２日

人事負担

脇 負 担

８

８

８ 中 １ ０ 中

8 姶 １ ０ 蛤

３

３

銀 損害保険
特級一般
代理店工塙

一級土木施工管理技士

○

○

○

○

○

○

-殻２日
工塩３日
1次３日
2次２日

-

人事負担

＊

２

一 般 工 洞
６．１２５１１

7 姶 １ ０ 蛤

３

３

銅
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ピル軽営管理士
再開発プランナー

○

○
○

○

×

×

○

×

×

1次３日
2次４日
×
×

人事負担
人事負担
人事負担

４
４
３

9 姶 １ ２ 始
9 中 １ １ 末
8 末 一

３
２
２

特 宅地建物取引主任者 ○初回 ○ ○ ２日初回 “ 負 担 ４ １ ０ 中 一 ３
日商簿記検定３級
不動空コンサルティング
損害保険代理店（普遍）

(初級）

○
○初回
○

○

○初回
○
○

○

○初回
×

○

×

×

×

×

×

一

人事負担
ー

-

３．８
８
＊

＊

６ ． ９ -
8 末 一
３ ケ 月 一
に１度
毎 月 一

２
１
＊

＊
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筆者と「企業と人材」編集部が合同して公的資格取得援助制度の実態を調査した。
（注３）
同調査によると，何らかの援助制度を持っている企業は８割を超えていた。こ
のことは，人事労務管理の基調が能力主義へと移行している現実と受けとめるこ
ともできるであろうし，マルチプルやスペシャリストの能力が求められている時
代背景を映し出しているといえよう。
(1)企業の活用法
社員の公的資格取得を次のような形で活用している。
①業務上必要な能力の資源化
公的資格を業務運営上の必要から活用する場合である。
業を営むために法的に必須の資格である。例えば，３トン以上のクレーンの
運転にはクレーン免許証が必要となる等職務につくための法定必須資格である。
②能力向上や専門知識の活用
業務の調査分析や成果を高質化することができる資格である。例えば，弁護
士，社会保険労務士，税理士など，いわゆる「士」資格はそれぞれの法律が定
める業を行わないときでも，経営管理上の意思決定の判断材料を提供できる資
格である。社員の基礎能力の向上や関連知識の習得に役立つ資格でもある。
③事業経営上の活用
公的資格の有資格者を事業経営面で活用する場合である。例えば，法的資格
が必要な新規事業に参入する場合，あるいは法的資格者が休職や退職した場合
など，に対応する。
④組織力の活性化
公的資格は，本人の知識や技術の保有度を客観的に評価することができる。
組織力の活性化というのは,1つは社員個々の潜在能力を顕在化させることで
あり，もう１つは社員個々の能力を相乗効果により高めることである。
潜在能力を顕在化させるには，保有能力に一定の客観的評価を与え，自信を
つけさせること力:重要である。そのために，公的資格を活用して，社員個々の
能力を高めるために，競争原理を導入して競い合いの指標とする。
⑤学びの風土の醸成
人間は１人きりで学ぶことは難しく，余程の覚悟がないかぎり，とかく途中
で挫折しがちである。職場内で競争相手をつくったり，仲間で学習することに
より，学習風土の気運を高め，自己学習のバックアップをしていく環境づくり
が大切である。その意味では，公的資格は世代を越えた相互学習の課題に相応
しい。
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(2)社員の活用法
公的資格取得に対する社員のメリットとしては，次の３つがある。
①保有能力の顕在化
仕事の出来ばえは，保有能力が高いだけではなく保有能力を顕在化させた行
動の仕方に関わるものである。偶発的な行動が成果を生み出すことがないとは
いえない力欝，成果のあがる良質な行動をするためには保有能力が高くなければ
困難である。
保有能力を顕在化させ行動を起こさせる能力要素は主として意欲である。公
的資格を取得するために発揮した意欲を，仕事上で行動面に費やせれば仕事の
出来ばえも期待できる。
②配置転換の申請要件
取得した資格が現在担当している職務に直接関わりを持たない場合がある。
その場合でも条件が合えば他職場の職務に就くことを可能にする。
それは，他職場の職務に対応する資格である場合で，配置転換を希望する具

体的な要件として効果を発揮する。さらに他職場の職務に対応しない場合であ
っても資格に関わる開発プロジェクトに加わったり，新規事業に参入する際の
スタッフとして参加することが考えられる。
③学習意欲の醸成
学習意欲が持続できなくなる際の落とし穴は，なぜ教育が必要なのかという
教育必要点が具体的に描かれていないか,教育必要点が具体的であったとして
も，どの高さまで学習していくのかという教育到達点が暖昧になっている場合
に生じる。
公的資格はその人の現有能力からみて対象にする資格を明確にしやすいので，

受験のために学習意欲を湧かすことはさほど困難ではない。過去に出題された
問題の分析，予習学習など資格取得のための受験本が数多く出版されているた
め，教育必要点を明確にすることができ，合格へのプログラム学習が可能とな
る。

5．ビジネスキャリア制度との関連

平成５年11月から労働省の構想による「職業能力習得制度（ビジネスキャリア
制度)」（注４）が実施された。この制度は，ホワイトカラーに対して，専門的知
識の習得を段階的かつ体系的に促進することを目的としている。
この制度を活用することによって，次のような効果があると考えられている。
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従業員にとっては，①学ぶべき専門知識を具体化することが容易になり，②履修
によって，知識が身につき公的な評価が得られる。企業にとっては，①外部機関
の教育訓練コースが標準化されるために教育訓練計画を立てやすくなり，②受講
結果が公的に評価されるために，受講者に対する後押し等動機づけがしやすくな
る。
同制度に対する企業側の反応は当面静観しようという企業がある一方で，既に
実施している企業内通信教育に組み込んで積極的に活用していこうという企業も
ある。
(1)N社の事例（注5)
Ｎ社のビジネスキャリア制度に対する取り組みは，通信教育の会社展開をはか
ることによって行われている。同社は，平成５年において毎年11月を資格取得の
ための自己啓発月間と定めたが，これは，従前から実施して通信教育をビジネス
キャリア制度の実施を契機として充実させたものである。
「21世紀を見据えた施策をグループー丸となって推進していかなければなりま

せん。施策を推進するにあたり，原動力となるのは，いうまでもなく社員一人ひ
とりの資質であり，今後は，それを資格取得等によってさらに充実・向上させる
必要力ざあるといえます。
自己啓発月間を契機として，是非グループ°社員全員力欝自ら目標を設定して，積

極的に能力開発に取り組まれるように念願いたします。
人事部」
以上のような案内文をグループ°社員全員に配付し資格取得を促進する通信教育
の受講を促進している。
①通信教育の支援
同社の通信教育は，通信教育団体とタイアップした形で推進されている。通

教育団体より直接受講者に対してテキストが配付され，受講者はテキストを学
習し，指定された期限までにレポートを通信教育団体に提出し，添削と採点を
受ける。所定の回数分レポートを提出して一定の得点を得た者が終了と認定さ
れる。
受講料は，受講者の負担であるが，通信教育団体より終了認定を受けた者に

対して受講料の半額を奨励金（上限18,000円）として授与している。受講料を
自己負担とする理由は２つある。１つは，自己啓発であるから自己で負担する
ことによって学習意欲が高まるという理由から，２つは，労働省の定めた能力
開発事業である生涯能力開発給付金（雇用保険法）（注６）の支給に関わるから
である。雇用保険法は，「政府は，被保険者等に関し，職業生活の全期間を通じ
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て，これらの者の能力を開発し，及び向上させることを促進するため，
発事業を行うことができる」と定めている。
②通信教育コース
通信教育のコースー覧（一部）は次表のとおりである。（表４）

表４平成６年度通信教育コース一覧表（一部）
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(2)F社の事例（注7)
Ｆ社も，ビジネスキャリア制度を通信教育で対応させようとしている。階層別

に必修コースを特定しているところに特徴があり，新入社員は配属部門毎にコー
スが設定されている。管理部門は実践簿記講座，業務部門はビジネスペンコース，
営業部門は売り場入門・アパレルコースである。中堅社員には資格昇格年次に合
わせ，職場のリーダーコース，中堅上級社員ハイチャレンジャーコース．職場の
品質管理コース・マネージメント基本コース等が設定されている。係長には戦略
的OJTコース，課長には管理者のための全員参加の小集団，部長には革新管理者
（上級コース）がそれぞれ設定されている。必修コースの受講料は，会社が全額
を負担している。
必修コースのほか，６５コースが開講されていて，必修コース受講中を除き，毎

年ｌコースを受講するしくみをつくりだしている。Ｆ社の通信教育に対する視点
は３つある。
①受講を通じて，自己の人間性と仕事の幅を広げる。
②自己学習を基本とするが，履修の程度が好ましくない者については，上司が
指導要領（いつまでに，どのように）を作成し，終了できるまで具体的に指
導しなければならない。

③必修コースは，階層別教育の節目として会社が設定したキマリであるから受
講者は必ず履修し，修了証を得なければならない。

6．本論のまとめ

啓発の語源は，「論語一術而」に見ることができる。
「涛当這搗△桂′得さ拳馬△窯」
である。人を教え導き，より高い知性や理解を与えることを啓発という。自己啓
発というと自己を自ら成長させていくものと思いがちであるが，他者との交流を
通して，このままではいけないとか，もっと自分を高めたいという気づきから端
を発するものであるから，相互啓発と換言しても差し支えなかろう。
資格の活用は，従業員一人ひとりを対象とした人材開発であると考えられなく
もない力欝，主眼は，職場風土の変革ひいては企業生存に目的がある。資格を有効
に活用するためには，人事労務管理制度の確立だけではなく，職場における管理
者（あるいは先輩社員）と部下（あるいは後輩社員）との相互啓発に焦点を当て
た互い力:互いの人間性や能力を切蹉琢磨する仕組みづくりが重要であろう。
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資格を活用する者は誰か。職場内計ll練と同様に，管理者や先輩従業員かという
と，単に管理者の地位にあるからとか入社が早いからということでは，活用者に
はなれない。自己啓発は，「学｣の元来の意味が真似て学ぶというまねぶにあるよ
うに，教え導く他者の存在が必要である。とりわけ資格を活用するということに
なれば，教え導くことができる器量や人間性を有する人物の存在ｶｺ欠かせない。
資格を活用するためには，管理者と非管理者という縦型の構図で推進することだ
けでは困難である。教え導くことができる器量や人間性を有する人物というのは，
互いに自己を成長させていこうという呼びかけ，つまり，共に手を携えて成長し
て行くために互いに心の架け橋を架け合おうという呼びかけができる人物でもあ
る。
職場内訓練は，部下に仕事に必要な能力を習得させるための上司の当然の役割
である。これに対して，資格の活用は，管理者に，教え導くことができる器量や
人間性を醸成させるためのしくみとして認識させること力:できる。
人は，自己を成長させたいという願望が強い一方で，他方では現状に不満を抱
きつつも現状を変革することにややもすると臆病になるものである。資格の活用
は，従業員の自己を成長させたいという願望を後押しすることになるであろうし，
その過程を通して，管理者の器量や人間性を陶冶することにもなろう。
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